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赤い羽根共同募金

経済同友会を含む経済四団体が
TPP11の早期実現を安倍首相に要請

OECDアジア・コーポレートガバナンス・
ラウンドテーブル東京会合

経済同友会の小林代表幹事、経団
連の榊原定征会長、日本・東京商工会
議所の三村明夫会頭、日本貿易会の
加留部淳副会長の経済四団体代表者
はこの日、TPP11（米国を除く11カ国
による環太平洋パートナーシップ協
定）の早期実現を政府に要請した。
「TPPは自由で開かれた国際経済秩

序作りへの極めて重要な一
歩だ」と強調し、11月に開か
れるAPEC（アジア太平洋経
済協力）首脳会議において
大筋合意を目指すべきだと要望した。
また、小林代表幹事は、10月に行われ
た代表幹事欧州ミッションにおいて
日EU・EPA（日・EU経済連携協定）

に対する欧州経済界の期待が非常に
高かったことに触れ、TPP11の交渉に
おいても日本が強いリーダーシップ
を発揮していくことに期待を示した。

まずは「Session 1 : The Business 
Case for Corporate Governance」に
小林喜光代表幹事がパネリストとし
て登壇し、三菱ケミカルホールディ
ングスの社長時代に2011年から導入
した三軸を使ったKAITEKI経営に
ついて述べた。企業内に浸透させる
ために社内外で発信し続けること、
各軸に指標を設け、定量的に評価す
ることの重要性に触れた。また、
MOS（Management of Sustainability）
とMOE（Management of Economics）
が正の相関を示していることも紹介
した。

一方、小林いずみ副代表幹事は

「Session 5 : Focus 
Group 2 Enhancing 
board diversity」に
登壇し、数字はまだ
低いもののアベノミ
クスにより女性の活
躍が進展しているこ
とを評価した上で、
今後の課題として、
年功序列の影響もあ
り女性や若者の参加
が難しく、リーダー候補者数が不足
していること、外国人の積極登用の
ためには言語の壁を破る必要がある
ことを指摘した。また、女性活用に

ついてはクオータ制を導入しなくて
も、取引所の開示ルールに効果があ
ることなどについて説明した。

10月23日、経済同友会の小林喜光代表幹事を含む日本経済団体
連合会、日本・東京商工会議所、日本貿易会の経済四団体の代表
者が首相官邸を訪れ、TPP11の早期実現に向けた要望書を安倍
首相に手交した。

10月19日、OECDアジア・コーポレートガバナンス・ラウン
ドテーブル東京会合が開かれ、パネルディスカッションに
小林喜光代表幹事と小林いずみ副代表幹事が、それぞれパ
ネリストとして登壇した。
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